
【資料２－２】

国への申請事業名
（事業費R５年度）

事業概要

①10,200,000人
②1,342,000人
③0.00回
④0人

①4,200,000人
②8,790,000人
③2.00回
④1,000人

①30,000人
②180,000人
③2.00回
④1,000人

①30,000人
②180,000人
③2.00回
④1,000人

①4,260,000人
②9,150,000人
③6.00回
④3,000人

①2,291,000人
②4,112,000人
③2.00回
④2,279人

①未定
②1,161,000人
③3.00回
④135人

-

①－人
②5,273,000人
③5.00回
④2,414人

　東北の県都六市への誘客及び周遊を促
進するため、WEBサイトでの情報発信、
デジタルスタンプラリー、観光物産プロ
モーション、夏祭り旅行商品造成に取り
組んだ。
　情報発信では、年間36本の季節の記事
を掲載したほか、WEB広告による周知広
報を行い、195,262件のPV数を得た。
デジタルスタンプラリーは7月から9月の
3か月間実施し、2,414人の方に参加いた
だいた。
　観光物産プロモーションでは、東京都
（なかの東北絆まつり、歌舞伎町タ
ワー）及び大阪府（御堂筋ランウェイ）
で計3回イベント出演及び観光PRを行っ
た。
旅行商品造成については、六市の夏祭り
を体験できるコンテンツを6本作成し販
売を行った。

【現状分析】
①宿泊者数　：　未達成（未定）
②夏祭り入込数　：　達成
③プロモーション実施回数　：　達成
④スタンプラリー参加者数　：　未達成

【課題と対応等】
　 新型コロナウイルス感染症の5類感染
症移行に伴い、各祭りの規模や来場者の
観光マインドがコロナ禍前の水準に近づ
いた。
　スタンプラリー事業については、令和4
年度と同程度の参加者を獲得することは
できたものの、新規に参加いただく層を
取り込みきることができなかった。令和6
年度はWEB広告をはじめとした広報を工夫
し、事業の周知に努めることで達成を目
指す。

観光文化
スポーツ

部
（観光振
興課）

R4増加分 R5増加分 R6増加分 増加分累計
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東北六市連携による
伝統的夏祭りを活用
した交流人口拡大プ

ロジェクト
（広域連携事業）

・Ｒ５業費
4,855,898円

（2,427,949円）
（　）は交付金

【参考】
【東北県庁所在市６市】

【仙台市】
9,711,792円

（4,855,896円）
【他の５市】
4,855,898円

（2,427,949円）

　東北の伝統ある夏祭り（青森ねぶた
祭、盛岡さんさ踊り、仙台七夕まつ
り、秋田竿燈まつり、山形花笠まつ
り、福島わらじまつり）を一体化し実
施した東北六魂祭（2011～2016年）、
東北絆まつり（2017年～）の実施によ
り、東北絆まつりは新たな伝統文化と
して認知されつつあり、東北の県庁所
在地六市等の連携体制も強固なものと
なっている。
　本事業では、その連携体制と新たな
伝統文化「東北絆まつり」を活用し、
東北六市が連携した観光物産プロモー
ションを実施することで 、東北の風土
や自然、食などに広がりを持たせた文
化・観光の魅力を発信するとともに、
スタンプラリーなどにより東北域内在
住者を含めた、域内周遊を促進するこ
とで交流人口の拡大を図る。

①東北の県庁所在
地六市（青森市、
盛岡市、仙台市、
秋田市、山形市、
福島市）　延べ宿
泊者数（2022年は
2017～2019年の平
均値を目標にし、
その毎年各市
50,000人泊増）
（人）

②夏祭り（青森ね
ぶた祭、盛岡さん
さ踊り、仙台七夕
まつり、秋田竿燈
まつり、山形花笠
まつり、福島わら
じまつり）入込数
（2022年は2017～
2019年の平均値を
目標にし、その後
毎年各市30,000人
増）（人）

③観光物産プロ
モーション実施回
数（回）

④スタンプラリー
参加者数（人）
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デジタル田園都市国家構想交付金等活用事業（令和５年度実施事業）進捗状況

№
交付対象事業

本事業における重要業績評価指標（ＫＰＩ）および実績
（上段：指標、下段：実績）

令和５年度の進捗状況の説明
結果、総括（計画期間終了事業分）、
現状分析、課題と今後の対応　等

担当部局
（担当
課所室）

①-0.3%
②2件
③1件

①0%
②18件
③99件

　施設内に設置した起業家交流室やコ
ワーキングスペース等を活用し、常駐す
るインキュベーションマネージャーによ
る支援や起業家の交流、育成を行い、創
業件数の増につなげた。

※交付金活用事業の計画期間終了(R１～R５)

【結果】
①開業率　：　未達成
②創業件数　：　達成
③創業相談件数　：　達成

【総括】
　令和２年度は、４月に創業支援拠点施設
「チャレンジオフィスあきた」を土崎から中
心市街地に移転し、立地環境等の創業環境が
向上したことで開業率等の増加につながった
ものの、令和３年度以降は、特に新型コロナ
ウイルス感染症の影響により、副業やＰＣが
あれば自宅で行えるようなスモールビジネス
など、社会変容に応じた様々な起業形態が増
加し、法人開業率は目標を達成できなかっ
た。

【今後の展開】
　今後は、さらなる開業率や創業件数等の向
上に向け、　推進交付金の交付終了後も本事
業を継続し、チャレンジオフィスあきたを拠
点として、若年層に対し起業家精神の醸成に
取り組むなど、創業支援体制の充実を図る。

産業振興
部

（商工貿
易振興
課）

①3.8%
②4件
③60件

①0%
②0件
③0件

①0.4%
②3件
③40件

①0.2%
②1件
③10件

①0.2%
②1件
③10件

①0.2%
②1件
③10件

①1%
②6件
③70件

R1増加分 R2増加分 R3増加分 R4増加分 R5増加分

種
別

地
方
創
生
推
進
交
付
金

増加分累計

開始前

①0%
②0件
③0件

①0.8％
②10件
③84件

①-0.2％
②1件
③-3件

①-0.3%
②5件
③17件

拠
点
整
備
交
付
金
・
推
進
交
付
金

創業支援拠点整備事
業

【参考】
・総事業費

【拠点整備交付金
（ハード）】
37,950,000円

（18,975,000円）
【推進交付金
（ソフト）】
1,626,306円
（813,153円）
（　）は交付金

　秋田市中心市街地活性化基本計画の
区域に存する空きテナントを賃借の
上、秋田市創業支援拠点施設「チャレ
ンジオフィスあきた」を移転整備し、
同施設に創業支援室、コワーキングス
ペース、ビジネス書籍を置く起業家交
流室を整備する。

①開業率
（年間法人市民税
新規納税義務者数
/前年度法人市民
税納税義務者数）
（％）

②施設における創
業件数（件）

③施設における創
業相談件数（件）

開始前
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【資料２－２】

国への申請事業名
（事業費R５年度）

事業概要
令和５年度の進捗状況の説明

結果、総括（計画期間終了事業分）、
現状分析、課題と今後の対応　等

担当部局
（担当
課所室）

4

【新規】
動画を活用したデジ
タルデバイド等の解
消と情報発信手段の

多様化

・Ｒ５事業費
1,888,150円
（944,075円）
（　）は交付金

〈事業概要〉
簡単に動画を作成・配信できるシステムを
導入することで市の情報発信手段の多様化
を図るとともに、住民がいつでも学習教材
として動画を利用できる環境を構築し、デ
ジタルデバイドの解消を図る。

〈具体的なサービス〉
【動画自動作成システム】
簡単に動画を配信できるようになること
で、図やテキスト情報だけでは伝えづら
かった内容を分かりやすく伝えられるよう
になる。

①システムを使っ
て作成した動画の
公開数（動画の数
（累計））

②公開した動画の
再生回数（回）

③サービス利用者
の満足度（％）

R５年度末

デジタル
化推進本

部

①30本
②2,400回
③70％

①70本
②7,000回
③80％

①120本
②13,200回
③90％

①60本
②5,000回
③93％

- -

R６年度末 R７年度末
　システムの利用方法を習得するための
集合研修を９回実施したほか、同研修の
内容を動画でいつでも視聴できる環境を
整え、動画による情報発信の促進を図っ
た。
　結果、動画の公開数、再生数ともに目
標値を大きく上回り、サービス利用者の
満足度も高いものとなった。

【現状分析】
①システムを使って作成した動画の公開数
　　　　　　　　　　　　  ：  達成
②公開した動画の再生回数　：　達成
③サービス利用者の満足度　：　達成

【課題と対応等】
　システムを利用できる人材の育成に力を入
れたことで、様々な分野の動画が作成・公開
され、さらにその動画を視聴した職員がシス
テムを利用するという好循環が生まれた。
　今後も、システムを利用できる職員を増や
し、市全体の情報発信力を高めていくため
に、引き続き研修の実施や活用事例の紹介を
実施していく。
　動画の作成本数は目標値を大きく上回った
が、多くの視聴者から視聴後の評価をもらえ
ておらず、少数の評価結果から満足度を算出
しているため、今後は、多くの意見、感想を
もらえる工夫が必要だと感じている。
　また、再生回数の多寡は動画の「質」に対
する評価と考えているが、目標値を大きく上
回ったことから一定の評価を得られているも
のと考えている。

デ
ジ
タ
ル
実
装
タ
イ
プ

観光文化
スポーツ

部
（観光振
興課）

　自治体及び観光協会等の団体が加入す
る「あきたクルーズ振興協議会」会員を
対象とし、国際クルーズの受入に向けた
セミナーを開催した。
　オプショナルツアーの造成による県内
観光を促進するため、クルーズ船社や旅
行会社を招聘し、観光資源や体験メ
ニュー等についてＰＲを行った。
　スタンダードからラグジュアリーま
で、様々な客船の受入を実施した。

【現状分析】
①道の駅あきた港入込客数　：　達成
②道の駅おが入込客数　：　達成
③フェリー旅客数　：　未達成

【課題と対応等】
　新型コロナウイルス感染症が５類へ移
行されたことなどに伴い、国際クルーズ
の受入を再開したほか、各地でイベント
やまつりなどが開催され、港をはじめ背
後地の賑わい創出につながった。
　フェリー旅客数については、運行する
フェーリの機関故障の影響により、航海
数が前年度より減少したことから、未達
成となったが、年間を通じた利用実績に
ついては、前年度を上回った。
　今後は県内各地への経済波及効果を最
大化するため、民間団体等と連携しなが
ら、観光資源の磨き上げなど、旅客満足
度の向上に資する取組を推進するととも
に、引き続き、積極的な誘致に取り組ん
でいく。

観光文化
スポーツ

部
（観光振
興課）

①480,000人
②446,000人
③15,300人

①60,000人
②20,000人
③3,100人

①80,000人
②20,000人
③24,400人

①100,000人
②20,000人
③4,800人

①240,000人
②60,000人
③32,300人

①146,306人
②115,408人
③11,476人

①491,493人
②49,505人
③1,038人

-
①637,799人
②164,913人
③12,514人

R6増加分開始前 R4増加分 R5増加分

　ＬＩＮＥによる観光情報の発信を63回実
施した（事業の連携自治体３市（本市、男
鹿市、潟上市）の合計）。
　ＬＩＮＥ上に３市の観光マップを作成
し、利用者の位置情報と連動した情報提供
を行った。また、３市の観光スポット一
覧、「温泉」や「日本酒と食」などのテー
マ別観光スポット、おすすめの観光コース
を情報提供した。
　クーポン情報を登録した３市の飲食店等
で使用できるクーポンについて、利用者の
位置情報と連動した情報提供を行った。ま
た、飲食店等へ依頼しクーポン登録店舗お
よびクーポン掲載数の増加を図ったほか、
店頭以外でも３市の特産品を購入できるＥ
Ｃサイト「あきたづくし」のリンクを掲載
するなどした。
　連携自治体３市において、イベント・ま
つり会場で利用促進活動などのプロモー
ションを実施し、友だち登録者を対象とし
た抽選会を行ってノベルティグッズを進呈
した。また、本市が首都圏等で行った観光
キャラバンや市内イベント等でのPR活動の
ほか、クーポンの登録を行った店舗および
市内一部ホテル客室へのPOPの設置、SNS等
を活用した周知などを行った。

【現状分析】
　事業実施にあたって設定した６つのＫＰ
Ｉについて、令和５年度の目標を達成する
など、概ね順調な取組状況となっている。

①累計LINE友達登録者数 ：達成
②複数地域コンテンツへのアクセス率 ：達成
③地域クーポン利用回数 ：達成
④サービスを通じた観光消費額　：達成
⑤観光地点等入込客数 ：達成
⑥サービス全体の満足度 ：達成

【課題と対応等】
　令和５年度の取組は概ね順調であったこ
とから、今後も連携自治体３市による観光
情報の発信のほか、SNSでの情報発信、各
種イベント等でのチラシの配布、関係団体
などとの連携イベント実施などを通じた周
知・広報活動を継続する。
　また、連携自治体３市と業務委託先によ
る定期的な打ち合わせのほか、必要に応じ
て情報共有を積極的に行うなど、関係強化
を図る。

5

【新規】
LINE活用型観光パス

ポート事業
（広域連携事業）

・Ｒ５事業費
3,667,000円

（1,833,000円）
（　）は交付金

【参考】
【秋田市、男鹿市、

潟上市】
【男鹿市】
3,667,000円

（1,834,000円）
【潟上市】
3,666,000円

（1,833,000円）

〈事業概要〉
LINEを活用した観光情報提供／周遊・消費
促進アプリ「デジタル観光パスポート」を
導入し、デジタルマーケティングを推進す
ることで、利用者の域内周遊を支援、そし
て消費促進の加速、関係人口の蓄積を目指
す。また、利用者データに基づいたデジタ
ル上のプロモーションが可能な環境を構
築、観光領域のデジタル活用を推進する。

〈具体的なサービス〉
【ユーザー向けアプリ 「デジタル観光パス
ポート」】
LINEのメニュー機能から複数の地域サービ
スを利用可能にする。
(例)観光情報閲覧、地域クーポン利用、EC
サイト利用、ふるさと納税、県の観光サイ
ト「アキタファン」との相互送客、インバ
ウンド対応（多言語化） 等

【保守運用支援】
ユーザー向けアプリの利用者データの可視
化、アンケートの実施、コンテンツ管理、
メッセージ配信を保守・運用にて支援す
る。

①累計LINE友達登
録者数（人）

②複数地域コンテ
ンツへのアクセス
率（％）

③地域クーポン利
用回数（回）

④サービスを通じ
た観光消費額
（円）

⑤観光地点等入込
客数（人地点）

⑥サービス全体の
満足度（％）

R５年度末

①5,055人
②39.11％
③351回
④70,230,500円
⑤9,049,181人地点

⑥90.28％

- -

R６年度末 R７年度末

3

「秋田の元気は港か
ら！」みなと賑わい
創出プロジェクト
（広域連携事業）

・Ｒ５事業費
24,774,644円

（12,387,322円）
（　）は交付金

【参考】
【秋田県、秋田市、

男鹿市】
【秋田県】
70,120,742円

（35,060,371円）
【男鹿市】
66,202,202円

（33,101,101円）

１．港及び地域の魅力向上と受入態勢の整備
（１）港及び地域の魅力向上
　港が所在する自治体やDMO等の民間団体等
と連携しながら、港及び地域の観光施設・資
源の磨き上げを図ることにより、新たな付加
価値を創出するとともに、港を訪れる人の満
足度の向上を図る。
（２）受入態勢の整備
　旅行者の受入態勢の充実を図るとともに、
キャッシュレス決済等の導入により、旅行者
の移動等の円滑化を図る。

２．効果的なプロモーション等による認知度
向上と需要の掘り起こし
（１）効果的なプロモーションによる認知度
の向上
　動画等のＰＲ素材を作成し、これを活用し
ながら広域的なプロモーションを実施し、本
県の認知度向上を図る。
（２）旅行商品造成等による需要の掘り起こ
し
　フェリー秋田航路を利用した新たな貨物輸
送等を確保するとともに、フェリーを活用し
た旅行商品の造成を行うことにより、フェ
リーターミナルや周辺施設の利用促進を図
り、賑わい創出につなげる。

①道の駅あきた港
入込客数（人）

②道の駅おが入込
客数（人）

③フェリー旅客数
（人）

デ
ジ
タ
ル
田
園
都
市
国
家
構
想
交
付
金

地
方
創
生
推
進
タ
イ
プ

№
種
別

交付対象事業
本事業における重要業績評価指標（ＫＰＩ）および実績

（上段：指標、下段：実績）

増加分累計

デ
ジ
タ
ル
田
園
都
市
国
家
構
想
交
付
金

①5,000人
②30％
③100回
④50,000,000円
⑤7,247,407人地点

⑥50％

①6,000人
②40％
③240回
④60,000,000円
⑤8,594,125人地点

⑥50％

①7,000人
②50％
③350回
④70,000,000円
⑤9,940,845人地点

⑥50％
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